
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（市町村）

地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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公債費負担の状況 将来負担の状況

合計

合計

-

- -大船駅東口市街地再開発事業特別会計 146 129 17 17 125

一般会計等
負担見込額

備考

6,267 - 6,466

当該団体
からの
貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

3 35 -

-

2040

備考 地方公社・第三セクター等名 経常損益

0 94 2,951

42,417

-

公共用地先行取得事業特別会計 122 122 0

地方債
現在高

純資産又は
正味財産

当該団体
からの
出資金

当該団体
からの
補助金

平成23年度 神奈川県鎌倉市

一般会計等の財政状況（単位：百万円）

会計名 歳入 歳出 形式収支 実質収支
他会計等
からの
繰入金

一般会計 57,358 55,485 1,873

（財）鎌倉市公園協会

- -1

39 10

（財）鎌倉風致保存会

▲0

14 -

2

6 868 1

1,813 鎌倉市土地開発公社569

16鎌倉エフエム放送（株）

▲ 3 -

-

--

-

-

1,835 37 17

-

5

-

-

--

2

- -

-249 -

-

-828 -

300

1

▲ 13 413（財）鎌倉市芸術文化振興財団

（財）氏家浮世絵コレクション

-

-

-

-

-▲0

1 0

公益財団法人かながわ海岸美化財団 6

公益財団法人かながわ健康財団

実質赤字額

一般会計等（純計） 57,626 55,736 1,890 1,830 45,368

資金剰余額
/不足額
（実質収支）

-

　※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。

会計名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

公営企業会計等の財政状況（単位：百万円）

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足
比率

- -

-

備考

531 1,266531

-287 259 2,232

後期高齢者医療事業特別会計 4,314 4,218

国民健康保険事業特別会計 17,873 17,342

介護保険事業特別会計 12,674 12,388

--1,680

下水道事業特別会計 8,244 8,044 200 - 法非適用企業188 2,417 48,780 28,488

96 96

1,073公営企業会計等 -

連結実質赤字額

備考

28,488

資金剰余額
/不足額
（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

左のうち
一般会計等
負担見込額

企業債
（地方債）
現在高

48,780

416 3

一部事務組合等名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

神奈川県後期高齢者医療広域連合(一般会計) 2,240 1,824 416

910 6,697 -神奈川県後期高齢者医療広域連合(事業会計) 636,092 635,182 910

- -

-

6,267 -370 69 -

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

-92.8

債務負担行為に基づく支出予定額 11,841,448

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

区分 平成21年度

-

21.1

- -

6,466,130

-

7,000,358

- --

分母比

1,326

平成23年度

一部事務組合等

区分

　※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

分母比平成22年度

地方公社・第三セクター等 6,466

- -

-

91,250

-

平成22年度

0.3

555,445 1.8

平成22年度 平成23年度平成21年度平成21年度

森林総合研究所等が行う事業に係るもの

43,733,272 46,618,383 45,367,945

平成23年度

PFI事業に係るもの

28,696,606

分母比 内訳

5,093,168 16.6 147.8

債

務

負

担

行

為

--

-

13,899,609 45.3

一般会計等に係る地方債の現在高 669,016 613,486

7,112,825 23.2 いわゆる五省協定等に係るもの - 91,2507,705,094

公営企業債等繰入見込額 

設立法人等の負債額等負担見込額 

28,151,441

組合等負担等見込額 

退職手当負担見込額 15,092,311

-

 組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等

-

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） 280,547

一時借入金の利子

-

連結実質赤字額 

0.4

-

108,487

14,620,337

--5.4

- -

満期一括償還地方債に係る年度割相当額 66,667 66,667

元利償還金 5,728,768 5,483,193

準

元

利

償

還

金

減債基金積立不足算定額 - -

 公営企業債の元利償還金に対する繰入金 1,854,433 1,614,447 1,644,824

11,172,432

28,487,657

-

国営土地改良事業に係るもの -

- 依頼土地の買い戻しに係るもの

地方公務員等共済組合に係るもの

内訳 平成21年度

組合等連結実質赤字額負担見込額 (Ａ) 7,930,415合計

平成23年度

-- - - - - -損失補償・債務保証の履行に係るもの

将来負担額

- --

66,667

182,621

-

-

0.2

-

分母比

7,346,928 6,913,146

平成22年度

- -

-

-

-

- --- 社会福祉法人の施設建設費に係るもの

(Ｅ) 94,868,036

充当可能基金 

98,818,472 97,640,420

28,284,444 28,696,606

-

- --引き受けた債務の履行に係るもの

-

46,266,081 150.7

92.8

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの - - - -

- 充当可能特定歳入 

充当可能
財源等

(Ｆ) 83,818,041

基準財政需要額算入見込額 

-

28,151,441

将来負担比率（(Ｅ)－(Ｆ)）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００ 44.1 48.4 37.5-

82,767,377

28,860,821 28,530,909

47,682,468
企業債等
繰入見込額

下水道事業特別会計92.1

83,345,207

-7,274,752 6,648,039 8,794,682 28.7 その他上記に準ずるもの

47,588,429

28,487,657

- -

-

実質赤字比率 - 11.61 20.00 その他第三セクター等に係る将来負担額 -

土地開発公社に係る将来負担額

-

-

-

- --

-

--

- -

その他の会計

-
公社・
三セク等健全化判断比率

-

社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - -

-

-

その他上記に準ずるもの 106,190 62,975 - -

引き受けた債務の履行に係るもの - -

-

損失補償・債務保証の履行に係るもの - - -

地方公務員等共済組合に係るもの - - -

73,662 0.2

(Ｃ)－(Ｄ)

特定財源の額 (Ｂ) 3,148,658 3,148,850 3,116,945

債

務

負

担

行

為

PFI事業に係るもの 73,804 73,735

利子補給に係るもの 100,553

いわゆる五省協定等に係るもの - -

45,911 34,825 0.1

34,776,781 実質公債費比率

連結実質赤字比率

0.4 25.0 35.0

平成23年度 早期健全化基準 財政再生基準

- 16.61 30.00

地方道路公社に係る将来負担額

標準財政規模 (Ｃ) 38,049,174 34,864,152

算入公債費等の額 (Ｄ) 4,071,435 4,137,007

実質公債費比率
（(Ａ)－((Ｂ)＋(Ｄ))）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(単年度) 2.1 0.2

(3ヵ年平均) 2.7 1.7 0.4

▲ 0.9

33,977,739 30,727,145 30,695,654

4,081,127 将来負担比率 37.5 350.0
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